
 

○稲敷市小規模工事等契約希望者登録に関する要綱 

平成27年２月13日 

告示第５号 

改正 令和３年４月１日告示第57号 

令和５年４月１日告示第20号 

 

（目的） 

第１条 この告示は、稲敷市契約事務等に関する規程（平成17年稲敷市告示第２号。以下

「規程」という。）第３条の規定による資格審査に基づく入札参加者登録を受けていない

者のうち、小額で内容が軽易な契約の受注及び施工を希望する者を登録（以下「登録」と

いう。）し、市が発注する工事及び修繕等の小規模な工事（以下「小規模工事等」という。）

において積極的に業者選定の対象にすることにより、市内業者の受注機会の拡大を図り、

もって市内経済の活性化に寄与することを目的とする。 

（小規模工事等の範囲） 

第２条 小規模工事等の範囲は、市が発注する小規模な建設工事及び修繕のうち、その内容

が軽易で、かつ、履行の確保が容易なものとし、発注予定価格が１件当たり50万円未満

のものとする。 

（登録できる者） 

第３条 この告示に基づき登録をすることのできる者は、稲敷市に住民登録があり稲敷市内

に居住する者、稲敷市内に主たる事業所を置く者とし、次条の登録をすることのできない

者に該当しない者とする。 

（登録できない者） 

第４条 次の各号のいずれかに該当する者は、登録をすることができない。 

(1) 契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ていない者 

(2) 規程第12条に基づく競争入札参加資格者名簿に登載されている者 

(3) 希望する業種を履行するために必要な資格又は許可等を有していない者 

(4) 市税を滞納している者 

(5) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第32条第

１項各号に掲げる者 

(6) 稲敷市行政手続条例（平成17年稲敷市条例第９号）第２条第５号の不利益処分を受

けた者にあっては、当該不利益処分により課された義務の履行を完了していない者 



 

(7) その他市長が適当でないと認める者 

（登録業種の範囲） 

第５条 登録することのできる業種の範囲は、別表に定める工事の種類とする。 

（登録申請） 

第６条 登録を希望する者は、稲敷市小規模工事等契約希望者登録申請書（様式第１号）に

次の各号に掲げる書類を添付し、その旨を申請しなければならない。 

(1) 市税の納税証明書（未納税額のないことの証明用） 

(2) 登録をしようとする者が法人の場合は、登記事項証明書等法人の代表者氏名及び所

在地が分かる書類の写し 

(3) 登録をしようとする者が個人の場合は、運転免許証、健康保険証その他の氏名及び

住所が確認できる書類の写し 

(4) 希望する業種を履行するために必要な資格、免許等を有している場合は、それを証

明する書類の写し 

(5) その他市長が必要と認める書類 

（登録申請の受付） 

第７条 前項に規定する登録の申請に係る受付期間及び登録日等は、市長が別に定めるもの

とする。 

（現況調査） 

第８条 市長は、平成27年及びこれを初年とする２年目ごとに現況調査を行うものとする。 

（登録者の取扱い） 

第９条 市長は、第６条に基づく登録申請があったときは、必要な審査を行い、適当と認め

たときは稲敷市小規模工事等契約希望者登録名簿（様式第２号。以下「登録名簿」という。）

に登録するものとする。この場合において、市長は、当該登録名簿の写しを関係課等に送

付し、その周知を図るとともに、一般に公開し、契約事務に係る業者選定にあたり、当該

登録をした者に対して見積の機会を積極的に与えるよう努めるものとする。 

（登録の変更等） 

第10条 登録名簿に登録された者は、当該登録事項に変更が生じたとき又は業を廃止した

ときは、速やかに稲敷市小規模工事等契約希望者登録変更・廃止届（様式第３号）を提出

するものとする。 

（地位の承継） 

第11条 登録名簿に登録された者である法人が合併又は分割により消滅したときは、合併



 

若しくは分割後存続する法人又は合併若しくは分割により設立された法人は、市長の承認

を受けて、当該消滅した法人の参加資格の地位を承継することができる。 

２ 登録名簿に登録された者である個人が死亡したときは、その相続人は、市長の承認を受

けて、被相続人の参加資格の地位を承継することができる。 

３ 登録名簿に登録された者である個人が、その営業を廃止した場合において、その者が設

立者となって設立した法人に、その営業のために使用していた財産の全部を提供したとき

は、当該法人は、市長の承認を受けて、当該営業を廃止した個人の参加資格の地位を承継

することができる。 

４ 前項による地位の承継は、稲敷市小規模工事等契約希望者登録地位承継承認申請書（様

式第４号）によるものとする。 

（登録の取消し） 

第12条 登録名簿に登録された者が、次の各号のいずれかに該当した場合は、当該登録を

取り消すものとする。 

(1) 第４条の登録できない者に該当することになった場合 

(2) 倒産又は破産した場合 

(3) 登録名簿の公表を拒否した場合 

(4) その他市長が必要と認めた場合 

（業者の選考） 

第13条 小規模工事等の契約に係る業者の選定は、原則として登録名簿に登載のある者か

ら選考するものとする。ただし、登録名簿の登録業種に該当者が無い場合は、規程第12

条に基づく競争入札参加資格者名簿に登載されている者から選考できるものとする。 

（見積書の徴収） 

第14条 関係課等は、原則２人以上の者から見積書を徴するものとする。ただし、契約の

目的、性質等により契約の相手方が特定される場合においては、１人の者から見積書を徴

することができる。 

（指名停止等） 

第15条 市長は、登録名簿に登録された者が、規程別表第１又は別表第２のいずれかに該

当する行為を行ったときは、同規程に定める稲敷市契約審査会に諮り指名停止等の処置を

行うものとする。 

（契約保証金の免除） 

第16条 小規模工事等に係る契約を締結する際の契約保証金の納付については、免除する。 



 

（請負代金の支払） 

第17条 小規模工事等に係る請負代金の支払いは、当該小規模工事等の施工完了後に行う

検査に合格し、かつ、正当な請求を受けた日から40日以内に行うものとする。 

（補則） 

第18条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成27年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 当面の間、業者の選考は、第13条の規定にかかわらず、登録名簿及び規程第12条に基

づく競争入札参加資格者名簿に登載されている者から選考できるものとする。 

（準備行為） 

３ 第７条の規定による登録申請の受付については、この告示の施行の日前においても行う

ことができる。 

附 則（令和３年告示第57号） 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年告示第20号） 

この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

別表（第５条関係） 

工事等の種類 

（登録希望業種） 

工事の内容 

土木工事一式 道路等の修繕工事 

建築工事一式 建物の修繕工事 

大工工事 大工工事、型枠工事、造作工事等 

左官工事 左官工事、モルタル工事、吹付工事等 

とび・土工・コンク

リート工事 

とび工事、足場等仮設工事、コンクリート工事、ネットフェンス

工事等 

石工事 石積み工事等 

屋根工事 屋根ふき工事等 

電気工事 送配電設備工事、構内電気設備工事及び照明設備工事 

管工事 空調設備工事、給排水・給湯設備工事、厨房設備工事、衛生設備

工事、浄化槽工事、ガス配管工事、ダクト工事等 



 

タイル・れんが 

ブロック工事 

コンクリートブロック積み工事、れんが積み工事、タイル張り工

事等 

鋼構造物工事 鉄骨工事及び石油・ガス等の貯蔵用タンク設置工事 

鉄筋工事 鉄筋加工組立工事等 

舗装工事 アスファルト舗装工事等 

しゅんせつ工事 しゅんせつ工事等 

板金工事 板金加工組立工事等 

ガラス工事 ガラス工取付工事等 

塗装工事 塗装工事等 

防水工事 アスファルト防水工事、モルタル防水工事、シーリング工事、シ

ート防水工事等 

内装仕上げ工事 天井仕上工事、壁張り工事、ふすま工事、内装間仕切り工事、床

仕上工事、たたみ工事、カーテンブラインド工事等 

機械器具設置工事 各施設機械器具設備工事 

熱絶縁工事 熱絶縁工事 

電気通信工事 電気通信路線設備工事、電気通信機械設備工事、放送機械設備工

事等 

造園工事 植栽工事、公園整備工事、園路工事及び樹木剪定・草刈業務等 

さく井工事 さく井工事等 

建具工事 サッシ工事、シャッター工事、金属製・木製建具工事等 

消防施設工事 火災報知設備工事等 

清掃施設工事 ごみ処理施設工事等 

解体工事 解体工事等 

その他工事 上記以外の工事で市長が認めるもの 

備考 稲敷市指定給水装置工事事業者又は稲敷市排水設備指定工事店でなければ施工する

ことができない工事は除く。 

 


